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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者、入札の条件に違反した者、入
札者に求められる義務を履行しなかった者並
びに電子調達システムを利用するための電子
認証を不正に使用した者の行った入札は無効
とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 最低価格落札方式とす
る。
予算決算及び会計令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内で最低
価格をもって有効な入札を行った者を落札者
とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内の価格をもっ
て入札した他の者のうち、最低価格をもって
入札した者を落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無
 本入札に係る落札決定及び契約締結の条件
は、平成30年度の予算が成立し、予算示達さ
れた場合とする。
 詳細は、入札説明書等による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Suguru Inaba Director of

Shizuoka River Office, Chubu Regional De‑

velopment Bureau.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Telecommunication equipment

maintenance

 Fulfillment period : From 1 April, 2018

through 31 March, 2019

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

１）not come under Article 70 and 71 of the
Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

２）have Grade A, B, C or D on provision
of services in Tokai‑Hokuriku Area in‑

terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Land, Infrastruct‑

ure Transport and Tourism (Single quali‑

fication for every ministry and agency).

３）not be the stated person under the com‑
mencement of reorganization procee‑

dings or under the beginning of rehabili‑

tation proceedings (except for the person

who has the procedure of reapplication

under the notification of the competing

participation qualification).

４）not be under suspension of nomination
by Director‑General of Chubu Regional

Development Bureau from Time‑limit for

the tender to Bid Opening.

５）not be the Building constructor that a
gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

６）have proven to have actually fulfilled
the service concerned or the service with

performance similar to that of the service

concerned.

 Time‑limit for submission of application

forms : 16 : 00 13 February 2018

 Time‑limit for tender : 16 : 00 2 March

2018

 Contact point for the notice : Akiko Su‑

zuki, Contract Section, Accounting Divi‑

sion, Shizuoka River Office, Chubu Region‑

al Development Bureau, Ministry of Land,

Infrastructure, Transport and Tourism, 3
108, Tamachi, Aoi‑Ku, Shizuoka‑Shi, Shi‑

zuoka‑Ken, 4200068 Japan. TEL 054
2739101 ex 224

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年１月 10 日
分任支出負担行為担当官 中国地方整備局

鳥取河川国道事務所長 北澗 弘康

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 31
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量 鳥取河川国道事務所管
内で使用する電気（その１）
鳥取河川国道事務所
契約電力 139kW
年間予定使用電力量 522000kWh
鳥取国道維持出張所
契約電力 42kW
年間予定使用電力量 78400kWh
殿ダム管理支所
契約電力 75kW
年間予定使用電力量 218800kWh
駟馳山バイパス
契約電力 97kW
年間予定使用電力量 314100kWh
湯山・覚寺トンネル
契約電力 163kW
年間予定使用電力量 291100kWh
高草トンネル
契約電力 41kW
年間予定使用電力量 134800kWh
長尾トンネル
契約電力 98kW
年間予定使用電力量 190600kWh
新戸倉トンネル
契約電力 56kW
年間予定使用電力量 125900kWh
下味野トンネル
契約電力 73kW
年間予定使用電力量 156200kWh
片山トンネル
契約電力 68kW
年間予定使用電力量 120800kWh
高津原トンネル
契約電力 100kW
年間予定使用電力量 203100kWh

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 開札までに平成28・29・30年度の一般競争
（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）「物
品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ
又はＤ等級に格付けされた中国地域の競争参
加資格を有することが確認できた者であるこ
と。
 一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統
一資格）の申請の時期及び場所については、
「競争参加者の資格に関する公示」（平成29年
３月31日付官報）に記載されている時期及び
場所で申請を受け付ける。

用瀬第２トンネル
契約電力 292kW
年間予定使用電力量 822300kWh
智頭・用瀬トンネル
契約電力 311kW
年間予定使用電力量 888300kWh
上市場トンネル
契約電力 397kW
年間予定使用電力量 907200kWh

尾見トンネル
契約電力 158kW
年間予定使用電力量 465300kWh
志戸坂トンネル
契約電力 75kW
年間予定使用電力量 120200kWh

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 平成30年７月１日から平成31年
６月30日
 履行場所 入札説明書による
 入札方法 入札書に記載する金額は、各社
において設定する契約電力に対する単価
（kW単価、同一月においては単一のものと
する。）及び使用電力量に対する単価（kWh
単価、同一月においては単一のものとする。）
を根拠とし、あらかじめ当局が別途提示する
予定契約電力、毎月の予定使用電力量に基づ
き算出した各月の対価の年間総額（消費税及
び地方消費税を含む。）を入札金額とするこ
と。
なお、入札時においては、燃料費調整、電
気事業者による再生可能エネルギー電気の調
達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮
しないものとする。（詳細は入札説明書によ
る。）
原則として、当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。
なお、当該入札回数までに落札者が決定し
ない場合は、原則として予算決算及び会計令
第99条の２の規定に基づく随意契約には、移
行しない。
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